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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第56期

第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結
累計期間

第56期

会計期間

自 平成25年
   ７月１日
至 平成25年
   12月31日

自 平成26年
   ７月１日
至 平成26年
   12月31日

自 平成25年
   ７月１日
至 平成26年
   ６月30日

売上高 (千円) 13,988,250 14,239,199 27,306,257

経常利益 (千円) 501,421 627,266 751,676

四半期（当期）純利益 (千円) 308,727 389,528 474,152

四半期包括利益又は包
括利益

(千円) 457,005 463,462 559,284

純資産額 (千円) 7,692,666 8,243,791 7,776,499

総資産額 (千円) 21,475,707 22,070,046 19,840,907

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

(円) 78.25 98.32 120.70

潜在株式調整後１株当
たり四半期（当期）純
利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.4 35.9 37.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △545,123 △1,325,553 665,974

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △330,070 △447,582 △260,370

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 675,514 1,344,803 △553,090

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 1,340,995 1,027,742 1,366,561
 

 

回次
第56期

第２四半期連結
会計期間

第57期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自 平成25年
   10月１日
至 平成25年
   12月31日

自 平成26年
   10月１日
至 平成26年
   12月31日

１株当たり四半期純利
益金額

(円) 56.05 48.44
 

(注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ １株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる自己株式数には、資産管理サービス信託銀行株

式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式を含めております。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４ 第57期第１四半期連結会計期間より、第一エンジニアリング株式会社及び九州協立機械株式会社を連結の範

囲に含めております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 （インテリジェントFAシステム事業）

 　　第一エンジニアリング株式会社については、株式を追加取得したため、また、九州協立機械株式会社について

 　は、重要性が増加したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

　この結果、平成26年12月31日現在では、当社グループは当社、子会社25社、関連会社２社及びその他の関係会社１

社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は本年４月に実施された消費税増税の影響等による消費の落ち込

みからの回復ペースが鈍いこと、主たる生産現場の海外比重が一段と高まっており輸出の伸びも緩やかなものであ

る等、一部には弱い動きも散見され、景気の回復は比較的緩やかなものとなりましたが、製造業を中心とした企業

業績は概して好調で、さらに株高や円安ドル高傾向が強まったことから国内投資にも活発な動きが見られ、景気の

回復が実感できる状況で推移しました。

当社グループとしましては、斯様なビジネス環境下において、この10余年にて構築した中国、東南アジア及びイ

ンドを中心とした海外ネットワークをフルに活かし、我が国製造業の海外への製造拠点移管により発生する新たな

設備投資需要を積極的に取り込む努力を続けてまいりましたが、近年、東南アジア諸国を中心に新規現地法人の設

立及び既存現地法人の設備と人員の増強を進めた結果、ビジネスの地域的拡大と深耕が進んでおり、また国内部門

においても新製品が牽引役となり好調に推移した結果、前年同四半期と比較し、増収・増益となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は142億39百万円（前年同四半期比1.8％の増）とな

り、損益面としましては、営業利益が４億65百万円（同11.6％の増）、経常利益が６億27百万円（同25.1％の

増）、四半期純利益が３億89百万円（同26.2％の増）となり、特に売上高と四半期純利益は第２四半期時点で過去

最高となりました。

 

なお、当社のセグメント別概況は次のとおりです。　

＜インテリジェントFAシステム事業＞　

インテリジェントFAシステム事業では、設備投資の回復や公共投資の増加等によるシステムビジネスが好調で採

算も改善したこと、当社新製品のクラウドを利用した見守りカメラ「KDLinX」を始めとして再生エネルギー・環

境・省エネ関連の取引も伸張したことから、セグメント全体としては増収・増益となりました。

以上の結果、インテリジェントFAシステム事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は51億63百万円（前

年同四半期比3.3％の増）、営業利益は２億46百万円（同29.8％の増）となりました。

 

＜IT制御・科学測定事業＞　

当事業のうちIT制御は主として製造業の合理化・研究開発の自動化等を目的とした設備投資の対象であるため、

比較的景況の影響を受け易い傾向にあります。一方、当事業でも科学測定事業は科学分析・計測機器等に代表され

る企業の新製品開発を目的とする部門や品質管理部門を対象とするため、景気動向に左右されにくく安定的な分野

であります。当第２四半期連結累計期間においては設備投資の増加傾向に加え、科学分析機器や省力化のためのロ

ボット等のビジネスが順調に拡大したため、増収・増益となりました。

以上の結果、IT制御・科学測定事業の当第２四半期連結累計期間における売上高は90億44百万円（前年同四半期

比1.0％の増）、営業利益は３億70百万円（同1.5％の増）となりました。
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(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産の合計額は220億70百万円で、前連結会計年度末に比べ22億29百万円の

増加となりました。これは主として取引伸張等により受取手形及び売掛金が17億61百万円増加したこと、静岡市駿

河区での技術開発用途の土地取得等により有形固定資産が２億71百万円増加したこと等によるものであります。

負債につきましては、負債の合計額が138億26百万円で、前連結会計年度末に比べ17億61百万円の増加となりまし

た。これは主として運転資金の増大等により長短借入金が16億80百万円増加したこと等によるものであります。

純資産につきましては、純資産の合計額が82億43百万円で前連結会計年度末に比べ４億67百万円の増加となりま

した。これは主として四半期純利益が３億89百万円あったこと、自己株式処分によりその残高が１億４百万円減少

したこと等による増加が配当を１億28百万円実施したことによる減少を上回ったことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前年同四半期連結累計期間

に比べ３億13百万円減の10億27百万円となりました。当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状

況と主な増減要因は次の通りです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出された資金は、13億25百万円（前年同四半期は５億45百万円の支出）となりました。これは

主として売上債権の増加額13億29百万円及び仕入債務の減少額３億74百万円等による資金の減少要因が税金等調整

前四半期純利益６億64百万円等の資金の増加要因を上回ったことによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出された資金は、４億47百万円（前年同四半期は３億30百万円の支出）となりました。これは

主として静岡市駿河区での土地取得等により有形固定資産への支出が３億22百万円あったこと等によるものであり

ます。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果得られた資金は、13億44百万円（前年同四半期は６億75百万円の収入）となりました。これは主

として長短借入金の増加が13億60百万円あったこと等によるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、1億７百万円となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,000,000

計 10,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,369,200 4,369,200
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
　単元株式数100株

計 4,369,200 4,369,200 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 4,369,200 ― 1,441,440 ― 1,830,491
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(6) 【大株主の状況】

平成26年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エム・エヌ・エス株式会社 静岡県静岡市葵区北安東５丁目34－３ 1,188 27.19

西　雅寛 静岡県静岡市葵区 348 7.97

西　信之 静岡県静岡市葵区 269 6.17

協立電機社員持株会 静岡県静岡市駿河区中田本町６－33 151 3.47

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 138 3.16

株式会社静岡銀行
常任代理人 日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 102 2.33

横河電機株式会社 東京都武蔵野市中町２丁目９－32号 96 2.20

協立電機取引先持株会 静岡県静岡市駿河区中田本町61－１ 95 2.20

静岡県信用農業協同組合連合会 静岡県静岡市駿河区曲金３丁目８－１ 86 1.98

株式会社清水銀行 静岡県静岡市清水区富士見町２－１ 75 1.73

計 ― 2,551 58.39
 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式344,296株(7.88％)があります。なお、資産管理サービス信託銀行株式会社（信

託Ｅ口）が所有する当社株式33,940株は、当該自己株式に含めておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　 361,700 ―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,972,700 39,727 同上

単元未満株式 普通株式　　34,800 ― 同上

発行済株式総数 4,369,200 ― ―

総株主の議決権 ― 39,727 ―
 

(注) １　証券保管振替機構名義の株式300株は、「完全議決権株式(その他)」の欄に含めて記載しております。

２　当社所有の自己株式96株、証券保管振替機構名義の株式60株は、「単元未満株式」の欄に含めて記載してお

ります。

３　上記自己株式のほか平成26年12月31日現在の連結貸借対照表に自己株式として認識している資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」）所有の当社株式が33,940株あります。これは当社と

信託Ｅ口が一体であるとする会計処理に基づき、信託Ｅ口が所有する当社株式を含めて自己株式として処理

しているためです。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
　協立電機㈱

静岡県静岡市駿河区
中田本町６―33

344,200 ― 344,200 7.88

(相互保有株式)
　東光ガード㈱

静岡県静岡市駿河区
西島613―１

1,900 15,600 17,500 0.40

計 ― 346,100 15,600 361,700 8.28
 

(注) １　東光ガード株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会(協立電機取引先持株会　静岡県静岡市駿河

区中田本町61―１)に加入しており、同持株会名義で当社株式15,679株を所有しております。

２　上記自己株式のほか平成26年12月31日現在の連結貸借対照表に自己株式として認識している信託Ｅ口所有の

当社株式が33,940株あります。これは当社と信託Ｅ口が一体であるとする会計処理に基づき、信託Ｅ口が所

有する当社株式を含めて自己株式として処理しているためです。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。) に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間 (平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで) 及び第２四半期連結累計期間 (平成26年７月１日から平成26年12月31日まで) に係る四半期連結

財務諸表について、芙蓉監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 898,794 835,755

  受取手形及び売掛金 9,335,019 ※3  11,096,264

  有価証券 482,266 198,488

  商品及び製品 311,247 357,469

  仕掛品 434,691 529,312

  原材料 601,955 598,394

  その他 389,377 566,451

  貸倒引当金 △55,858 △31,221

  流動資産合計 12,397,494 14,150,915

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 4,459,184 4,705,329

   その他（純額） 927,964 953,544

   有形固定資産合計 5,387,149 5,658,873

  無形固定資産 102,333 105,996

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,372,796 1,524,361

   その他 665,865 713,364

   貸倒引当金 △84,731 △83,464

   投資その他の資産合計 1,953,930 2,154,261

  固定資産合計 7,443,413 7,919,131

 資産合計 19,840,907 22,070,046

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,522,734 ※3  7,214,818

  短期借入金 3,000,000 3,900,000

  1年内返済予定の長期借入金 28,280 27,931

  未払法人税等 159,222 265,115

  賞与引当金 112,045 98,203

  役員賞与引当金 29,100 -

  その他 520,716 814,260

  流動負債合計 11,372,098 12,320,329

 固定負債   

  長期借入金 18,783 800,000

  退職給付に係る負債 162,253 181,489

  その他 511,272 524,437

  固定負債合計 692,309 1,505,926

 負債合計 12,064,407 13,826,255
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,441,440 1,441,440

  資本剰余金 1,835,131 1,850,025

  利益剰余金 4,655,628 4,918,095

  自己株式 △569,458 △465,148

  株主資本合計 7,362,741 7,744,413

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 124,158 168,146

  その他の包括利益累計額合計 124,158 168,146

 少数株主持分 289,600 331,232

 純資産合計 7,776,499 8,243,791

負債純資産合計 19,840,907 22,070,046
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 13,988,250 14,239,199

売上原価 11,857,337 11,963,842

売上総利益 2,130,913 2,275,356

販売費及び一般管理費 ※1  1,713,702 ※1  1,809,886

営業利益 417,211 465,469

営業外収益   

 受取利息 6,187 6,536

 受取配当金 11,764 12,791

 仕入割引 15,864 17,593

 持分法による投資利益 8,398 -

 負ののれん償却額 1,817 -

 為替差益 43,444 127,017

 雑収入 12,191 9,468

 営業外収益合計 99,667 173,407

営業外費用   

 支払利息 9,729 9,448

 手形売却損 1,990 456

 売上割引 1,441 1,668

 雑損失 2,295 38

 営業外費用合計 15,457 11,611

経常利益 501,421 627,266

特別利益   

 固定資産売却益 - 469

 投資有価証券売却益 31,232 33,785

 保険差益 - 496

 段階取得に係る差益 - 2,498

 特別利益合計 31,232 37,249

特別損失   

 固定資産除却損 3,662 273

 固定資産売却損 532 -

 特別損失合計 4,194 273

税金等調整前四半期純利益 528,459 664,242

法人税等 214,206 251,135

少数株主損益調整前四半期純利益 314,253 413,106

少数株主利益 5,526 23,578

四半期純利益 308,727 389,528
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 314,253 413,106

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 142,768 50,355

 持分法適用会社に対する持分相当額 △15 -

 その他の包括利益合計 142,752 50,355

四半期包括利益 457,005 463,462

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 435,809 432,469

 少数株主に係る四半期包括利益 21,195 30,992
 

 

EDINET提出書類

協立電機株式会社(E02039)

四半期報告書

13/25



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 528,459 664,242

 減価償却費 77,256 79,629

 のれん償却額 - 5,906

 負ののれん償却額 △1,817 -

 持分法による投資損益（△は益） △8,398 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,269 △29,363

 賞与引当金の増減額（△は減少） △23,224 △24,038

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △43,070 △29,100

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,636 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 5,270

 受取利息及び受取配当金 △17,951 △19,328

 支払利息 9,729 9,448

 為替差損益（△は益） △42,692 △112,546

 有形固定資産売却損益（△は益） 532 △469

 有形固定資産除却損 3,662 273

 投資有価証券売却損益（△は益） △31,232 △33,785

 売上債権の増減額（△は増加） △2,776,195 △1,329,326

 たな卸資産の増減額（△は増加） 19,287 △60,443

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,840,012 △374,734

 その他 114,632 62,122

 小計 △345,103 △1,186,243

 利息及び配当金の受取額 15,951 16,824

 利息の支払額 △9,729 △9,448

 法人税等の支払額 △206,243 △146,686

 営業活動によるキャッシュ・フロー △545,123 △1,325,553

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △232,324 △322,013

 有形固定資産の売却による収入 22 807

 無形固定資産の取得による支出 △39,899 △20,321

 有価証券の取得による支出 △99,918 -

 有価証券の償還による収入 99,918 -

 定期預金の預入による支出 △16,000 △9,001

 定期預金の払戻による収入 17,000 17,000

 投資有価証券の取得による支出 △161,925 △164,275

 投資有価証券の売却による収入 156,329 62,561

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

- 36,734

 貸付けによる支出 △289,083 △94,700

 貸付金の回収による収入 235,811 47,626

 出資金の払込による支出 - △2,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △330,070 △447,582
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
　至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 900,000 580,000

 長期借入れによる収入 - 800,000

 長期借入金の返済による支出 △19,272 △19,133

 長期未払金の返済による支出 △6,219 △6,219

 自己株式の取得による支出 △96,151 -

 自己株式の売却による収入 19,452 119,203

 配当金の支払額 △118,315 △126,698

 少数株主への配当金の支払額 △3,980 △2,350

 財務活動によるキャッシュ・フロー 675,514 1,344,803

現金及び現金同等物に係る換算差額 41,693 72,825

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △157,985 △355,507

現金及び現金同等物の期首残高 1,498,981 1,366,561

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 16,688

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,340,995 ※1  1,027,742
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

(連結の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間より、従来持分法適用関連会社でありました第一エンジニアリング株式会社の株式

を追加取得し子会社となったため、連結の範囲に含めております。また、従来非連結子会社でありました九州

協立機械株式会社は、重要性が増加したため、連結の範囲に含めております。

(持分法適用の範囲の重要な変更)

第１四半期連結会計期間より、従来持分法適用関連会社でありました第一エンジニアリング株式会社の株式

を追加取得し子会社となったため、持分法適用の範囲から除外しております。
 

 

(会計方針の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平

成25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度の期首

より前に締結された信託契約に係る会計処理につきましては、従来採用していた方法を継続するため、当実務

対応報告の適用による四半期連結財務諸表への影響はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
　至 平成26年12月31日)

税金費用の計算  当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算する方法を採用しております。
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(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

当社は、平成24年２月15日開催の取締役会において、当社の社員持株会である協立電機社員持株会（以下、

「本持株会」といいます。）に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を

社員へ分配することを通じて、社員の福利厚生を図り、社員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当

社の企業価値の向上を図ることを目的として、ESOP「株式給付信託（社員持株会処分型）」の導入を決議いた

しました。

（１）取引の概要

　本制度は、本持株会に加入する全ての社員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセ

ンティブ・プランです。

　本プランでは約５年間にわたり本持株会が取得すると合理的に見込まれる数の当社株式を、借入金を

原資として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下、「信託Ｅ口」）が予め一括して取

得し、本持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託Ｅ口の本持

株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該金銭を残余財

産として受益者適格要件を充足する本持株会会員に分配します。また当社は、信託銀行が当社株式を取

得するための借入に対し保証を行っているため、本信託終了時において、当社株式の株価下落により当

該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなり

ます。

（２）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30

号　平成25年12月25日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っておりま

す。

（３）信託Ｅ口が保有する自社の株式に関する事項

①信託Ｅ口における帳簿価額は、前連結会計年度50,490千円、当第２四半期連結会計期間39,088千円であ

ります。

②信託Ｅ口が保有する自社の株式は、株主資本において自己株式として計上しております。

③期末株式数は、前第２四半期連結累計期間53,040株、当第２四半期連結累計期間33,940株であり、期中

平均株式数は、前第２四半期連結累計期間58,790株、当第２四半期連結累計期間38,773株でありま

す。

④上記期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりま

す。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１ 受取手形割引高

前連結会計年度
(平成26年６月30日)

 
当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

 502,958千円   ―千円
 

 

２ 偶発債務

子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成26年６月30日)

 
当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

協立電機(上海)有限公司 24,480千円  協立電機(上海)有限公司 29,025千円

Kyoritsu　Electric
12,480千円

 Kyoritsu　Electric
14,680千円

(Thailand) Co.,Ltd.  (Thailand) Co.,Ltd.

Kyoritsu Engineering
45,240千円

 Kyoritsu Engineering
25,690千円

(Thailand) Co.,Ltd.  (Thailand) Co.,Ltd.
 

 

※３ 期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成26年６月30日)

 
当第２四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ―千円   160,525千円

支払手形 ―千円   84,113千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年７月１日
至　平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
至　平成26年12月31日)

給与手当 818,306千円

賞与引当金繰入額 54,472千円

退職給付費用 7,945千円

研究開発費 91,866千円

減価償却費 53,987千円

貸倒引当金繰入額 2,314千円
 

 

 857,596千円

 64,725千円

 13,409千円

 96,477千円

 53,860千円

 1,102千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

 

現金及び預金勘定 801,371千円  835,755千円

有価証券勘定 551,124千円  198,488千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△11,500千円  △6,501千円

現金及び現金同等物 1,340,995千円  1,027,742千円
    

 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年９月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 121,001 30.00 平成25年６月30日 平成25年９月26日
 

（注）本決議による「配当金総額」には、この配当の基準日である平成25年６月30日現在で「資産管理サービス信託銀

行株式会社（信託Ｅ口）」が所有する当社株式（自己株式）67,040株に対する配当金を含んでおります。

 

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年９月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 128,442 32.50 平成26年６月30日 平成26年９月26日
 

（注）本決議による「配当金総額」には、この配当の基準日である平成26年６月30日現在で「資産管理サービス信託銀

行株式会社（信託Ｅ口）」が所有する当社株式（自己株式）45,940株に対する配当金を含んでおります。

 

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計インテリジェ
ントFAシステ
ム事業

IT制御・科学
測定事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 4,995,922 8,954,732 13,950,655 37,595 13,988,250

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

60,523 63,069 123,592 30,459 154,052

計 5,056,446 9,017,802 14,074,248 68,054 14,142,303

セグメント利益 189,616 364,875 554,492 48,549 603,041
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおります。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 554,492

「その他」の区分の利益 48,549

全社費用(注) △185,830

四半期連結損益計算書の営業利益 417,211
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計インテリジェ
ントFAシステ
ム事業

IT制御・科学
測定事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,163,180 9,044,202 14,207,383 31,816 14,239,199

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

71,331 54,389 125,721 34,419 160,140

計 5,234,511 9,098,592 14,333,104 66,235 14,399,340

セグメント利益 246,143 370,447 616,590 50,458 667,049
 

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおります。

 

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 616,590

「その他」の区分の利益 50,458

全社費用(注) △201,579

四半期連結損益計算書の営業利益 465,469
 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年７月１日
至 平成25年12月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 78.25円 98.32 円

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額（千円） 308,727 389,528

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 308,727 389,528

　普通株式の期中平均株式数（千株） 3,945 3,961
 

(注）１　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる自己株式数には、資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｅ口）（以下、「信託Ｅ口」）が所有する当社株式を含めております。これは当社と信託Ｅ口が一体

であるとする会計処理に基づき、信託Ｅ口が所有する当社株式を含めて自己株式として処理しているためで

す。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月９日

協立電機株式会社

取締役会　御中

 

芙蓉監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木  潤　 　印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 村松 淳旨 　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている協立電機株式会

社の平成26年７月１日から平成27年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年７月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、協立電機株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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